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株式市場概況 

先週の動き（１⽉ 18 ⽇〜１⽉ 22 ⽇） 
⽇本株が不安定な環境は継続し、⽇経平均株価は 1 万 6,000 円割れ⼨前まで下落する場⾯が

あった（21 ⽇）。しかし、ECB 理事会後にドラギ ECB 総裁が、次回 3 ⽉の理事会で政策の再
検討を⽰唆したことから、翌週に控える⽇銀政策決定会合での追加緩和が期待され、⽇本株は
急反発した。⽇経平均株価は前週末⽐－1.1％の 1 万 6,958 円で⼀週間の取引を終えた。 

為替市場ではドル円が⼀時 115 円台に乗せる場⾯があったが（20 ⽇）、匿名の⽇本政府関係
者が為替市場の動きを注視していると発⾔したと伝わり、⼀気に117円に戻す動きとなるなど、
こちらも激しい動きが継続している。執筆時点（2２⽇ 16 時半）でのドル円は 118.1 円とな
っている。 

経済指標では⽶国のフィラデルフィア連銀製造業景況指数（1 ⽉）が－3.5 と予想を上回っ
た。同じく⽶国の新規失業保険申請件数は 29.3 万と前週発表分と予想より悪化した。 

中国の 4QGDP は（年率・前年⽐）6.8％、⼩売売上⾼（12 ⽉・前年⽐）は 11.1％、固定資
産投資（12 ⽉）は 10％と全て前回発表、予想値を若⼲下回った。 

 

  

⽇経平均株価（2015年10⽉13⽇〜）
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 セクター別では、ゴム製品が上昇率トップとなった。⽔産・農林、その他製品、電気機器な
どがそれに続いた。下落率トップは銀⾏。銀⾏規制による増資懸念や海外送⾦⼿数料を 10 分の
1 にすることによる減収懸念が⾜を引っ張った。その他、景気悪化懸念から不動産、フィンテ
ック関連銘柄の下落や⽶国⼦会社に対する懸念よりソフトバンク株が⼤幅下落したことから情
報通信などの下げが⽬⽴った。 

 スタイルインデックスでは、⼤型の下落幅は⼩幅になる⼀⽅で、⼩型の下落が⼤きくなった。 
 

 
 



 
今後の注⽬点 

今週は 27、28 ⽇に FOMC、28、29 ⽇に⽇銀政策決定会合が⾏なわれる。先週末 ECB のド

ラギ総裁が 3 ⽉に政策を再考する可能性を⽰唆して、株価はリバウンドする動きとなっている。

⽇銀に対して追加緩和を期待する声も多く、今週の株価は底堅い動きとなるかも知れない。 

 

12 ⽉、⽇銀は政策を補完するとして幾つかの政策を発表した。しかし、市場では追加策がな

いため、とうとう⼩振りな政策しか打てなくなったと評価され失望感が広がり、株は売られる

結果となった。それを受けて 1 ⽉に追加緩和することになると、中央銀⾏が市場に後れを取っ

ているとの評価となり、⼀時的に株価を上昇させる材料となるかも知れないが、⻑期的にみる

とネガティブに捉えられる材料になり得る。だが、追加緩和期待が拡がっている現状、それを

⾏なわないと、株価は下がる。 

以上より、今週は中央銀⾏の政策期待でリバウンドする可能性が⾼いが、依然、⻑期的に底

値を打つ場⾯とは考え難い。 

 

しかし、資産運⽤という観点から⾏くと、ここのところの下落は将来の収益を伸ばすチャン

スだ。⽇経平均株価の予想配当利回りが 2％を超えたなどと報道されているように、低⾦利の

環境下で資産を有効活⽤する良い機会が来ている。まだ相場の先⾏きは不透明なため、⼀気に

買いを⼊れる必要はないが、徐々に買いを⼊れるレベルに来ていると思われる。 

 

 
年初来上昇率（％ 値は22⽇引け時点） 前週末⽐（％ 値は22⽇引け時点）
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株式市場需給動向（1 ⽉３週：1 ⽉ 11 ⽇〜1 ⽉ 15 ⽇） 
 1 ⽉ 4 週の投資部⾨別売買動向は、海外投資家が現物・先物併せて 7,248 億円の売り越し。
買い越しは個⼈投資家が 2,756 億円、投資信託が 2,310 億円、信託銀⾏が 1,454 億円となっ
た。 
 裁定買い残⾼は 2,222 億円の減少、信⽤買い残⾼は 361 億円の減少となった。  

 



 

 
 

 
  

 
   (価格データはロイターによる) 
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本資料は、情報提供のみを⽬的として作成したもので、いかなる有価証券等の売買の勧誘を⽬
的としたものではありません。また、⼀般的あるいは特定の投資助⾔を⾏うものでもありませ
ん。本資料は、信頼できると判断した情報源から⼊⼿した情報・データ等をもとに作成してお
りますが、これらの情報・データ等また本資料の内容の正確性、適時性、完全性等を保証する
ものではありません。情報が不完全な場合または要約されている場合もあります。本資料に掲
載されたデータ・統計等のうち作成者・出所が明記されていないものは、当社により作成され
たものです。本資料に掲載された⾒解や予測は、本資料作成時のものであり予告なしに変更さ
れます。運⽤⽅針・資産配分等は、参考情報であり予告なしに変更されます。過去の実績は将
来の成果を予測あるいは保証するものではありません。 
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